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要 旨

環境保全と木材貿易の問題がWTOの会議などで取り上げられ，昨今では林産物貿易モデル
を用いた計量分析に基づく議論が盛んになっている．林産物貿易モデルの構築では，貿易に関
わる国あるいは地域における各製品に対する輸出入関数の導出が必要不可欠であり，そのため
にそれらの価格弾性値の推定が欠かせないものとなっている．本研究では，林産物貿易モデル
における林産物製品の輸出入関数の導出に伴う価格弾性値の推定を試み，推定される弾性値が
符号条件を満たすか否かについて検討した．対象とする地域は日本，アジア開発途上地域，北
米，中米，南米，東欧，西欧，オセアニア，ロシア，アフリカの 10地域，対象製品は産業用丸
太，製材，木質パネル，チップ＆パーティクルである．使用データは 1970～1999年の 30年間
の年次データである．分析では，データの非定常性の検定を行いつつ，両対数線形モデルを用
いて普通最小二乗法（OLS），二段階最小二乗法（2SLS）及び三段階最小二乗法（3SLS）による係
数推定を試みた．更に，経済現象の動的調整過程を考慮しアーモンラグモデルによる推定も試
みた．分析の結果，OLSの推定結果に対し理論的な価格弾性値の符号条件が満足されない場合
は他の推定方法を試みても推定に改良が観察されないことが分かった．特に供給サイドの推定
結果については，全体的に符号条件を満足しない結果が得られた．

キーワード：林産物貿易構造，輸出入関数，価格弾性値，計量経済分析．

1. はじめに

近年，木材資源の枯渇，資源ナショナリズムの台頭，地球温暖化に代表される環境問題等に
より，世界の木材貿易は従来のような丸太主体から製材，さらには集成材，再生木材などのよ
り加工度の高い製品へと移行してきている．また，森林管理をある基準に照らし合わせてそれ
を満たしているかどうかを評価・認証する木材認証制度という新たな取り組みが進展しており，
地球規模での持続的な森林経営管理を可能とする世界における木材貿易のあり方が問われてき
ている．このような環境保全と木材貿易の問題はWTOの会議などで取り上げられ，会議にお
いて昨今では林産物貿易モデルを用いた計量分析に基づく議論が盛んになっている．
日本との関連ある木材貿易構造について計量的な分析を行った研究として，次のようなもの

が挙げられる．国内の研究例では永田 他（1992）がGallagher（1980）の日米針葉樹材貿易モデル
に準拠して，日本，北米間の貿易モデルを構築している．海外ではMcKillop（1973）が対日米国
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丸太，製材及びカナダの製材需給関数 6本からなるモデルを構築し，1950～1970年間の年デー
タを基に二段階最小二乗法を用いて分析を行っている．また，行武 他（1998）は日本の主な貿易
相手国あるいはその可能性を有する国 12カ国の輸出入関数の推定を試みている．Yukutake et

al.（1996）は森林成長モデル，日本の木材需給モデル，米国・カナダ貿易モデル，国内県別プー
ルデータによる地域別木材市場モデルを Koopmans-Hitchkock（Labys（1989））の線形計画モデ
ルによって連結した，総合モデル JAFSEM（Japanese Forest Sector Model）を開発した．その
後，このモデルは均衡解における供給価格や需給，製材輸入の変化，あるいは国産材自給率を
上げるためにはどの程度の価格水準が維持される必要があるか等の政策分析を可能とする非線
形の空間均衡モデル JAFSEMIIへ改善されている（Yoshimoto and Yukutake（2002））．
世界における林産物貿易モデルとしては，IIASA（International Institute for Applied Systems

Analysis）で開発された GTM（Global Trade Model）がある（Kallio et al.（1987））．これは北欧，
西欧，米国，カナダ，日本及びその他の 6地域と 9品目を対象にした空間均衡モデルである．
この GTMは Perez-Garcia（1993）によって東南アジアの熱帯林産物やチリ，ニュージーランド
材を含む CGTM（CINTRAFOR Global Trade Model）として再構築されている．また，Zhu et

al.（1998）によって FAOで開発されたGFPM（Global Forest Product Model）は，需要について
は林産物 8品目，供給については 13品目を対象に，地域をアフリカ，米国，アジア・オセア
ニアと欧州・前ソ連の 4地域（各地域がより詳細なサブモデルを持つ）に分けられ，FAOデー
タの輸出入量とその金額に基づいて国別に需要量，供給量を算出して，各地域の需要関数，供
給関数を求め，これを基に空間均衡モデルを構築している．しかし，使用された価格は輸出入
量に対応したもので，需要，供給量に対応したものではない．すなわち，輸出入額を輸出入量
で割った単価を用いており，国内に供給，需要された量に対応する価格は含まれていない．ま
た，供給関数は有意な推定結果が得られず水平として与えられている．
林産物貿易モデルの構築では，貿易に関わる国あるいは地域における各製品に対する輸出

入関数の導出が必要不可欠であり，そのためにそれらの価格弾性値の推定が欠かせないものと
なっている．本研究では，林産物貿易モデルにおける林産物製品の輸出入関数の導出に伴う価
格弾性値の推定を試み，推定される弾性値が符号条件を満たすか否かについて検討した．分析
対象品目は，産業用丸太，製材，木質パネル，チップ＆パーティクルの 4林産物で，対象地域
は，「FAOSTAT Database」（FAO（2000））に基づいて，次の 10地域に区分した．最近，急速に
貿易量を増やしている中国についてはデータの不整備から分析から除外した．

日本：　　　　　　　 日本
アジア開発途上地域： インド，インドネシア，韓国，マレーシア，タイ
北米：　　　　　　　 アメリカ，カナダ
中米：　　　　　　　 コスタリカ，エルサルバドル，ホンジュラス，メキシコ，ニカラグ

ア，パナマ
南米：　　　　　　　 アルゼンチン，ブラジル，チリ，コロンビア，パラグアイ，ペルー，

ウルグアイ，ベネズエラ
東欧：　　　　　　　 チェコ，ハンガリー，ポーランド，スロバキア，スロベニア
西欧：　　　　　　　 オーストリア，ベルギー，フィンランド，フランス，ドイツ，イタリ

ア，オランダ，ノルウェー，スウェーデン，イギリス
オセアニア：　　　　 オーストラリア，ニュージーランド，パプアニューギニア
アフリカ：　　　　　 アルジェリア，ベニン，カメルーン，コートジボアール，コンゴ，エ

ジプト，ガボン，ガーナ，モロッコ，南アフリカ共和国
ロシア：　　　　　　 ロシア
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なお，分析期間は基本的に 1970～1999年の 30年間であるが，データの不備によるものにつ
いては，データ入手可能期間で分析を行った．分析では，データの非定常性の検定を行いつつ，
両対数線形モデルを用いて普通最小二乗法（OLS），二段階最小二乗法（2SLS）及び三段階最小二
乗法（3SLS）による係数推定を試みた．更に，経済現象の動的調整過程を考慮しアーモンラグモ
デルによる推定も試みた．ここで得られる結果は，世界の貿易構造を計量的に把握し，環境問
題と貿易に関する各種政策シミュレーション分析も可能とするグローバルレベルにおける空間
均衡モデルの構築を目指した基礎となるものである．

2. 貿易モデル

2.1 基本モデル
図 1において，輸出国を A国，輸入国を B国としている．ある財 Xの A国内市場における

需要曲線と供給曲線をそれぞれ図 1（a）の DaDa′ 曲線と SaSa′ 曲線で示す．外国との貿易を
行っていないとき，X財の価格と取引量は需給曲線の交点で決まる pa，xa である．B国内市
場における X財の需給曲線をそれぞれ図 1（c）のDbDb′ 曲線と SbSb′曲線で示す．この財の B

国内における価格と取引量は，A国同様，B国内市場の需給曲線の交点で決まり，pb，xbとな
る．このとき，A国と B国における X財の国内均衡価格には，pa < pbという関係が成り立っ
ているとしよう．このように，国内均衡価格に差が生じていると，両国とも貿易を行わない状
態よりも貿易を行う方が社会的余剰（経済厚生）は増加する．貿易が行われると超過需要量と超
過供給量が等しい，つまり，

(2.1) q∗ = sa∗ − da∗ = db∗ − sb∗

が成り立つ均衡価格 p∗ になるまで調整される．空間均衡モデルの均衡解は，A国と B国の供
給曲線と需要曲線で囲まれた三角形 ABEと三角形 A′B′E′の面積（消費者余剰と生産者余剰）と
A国の超過供給部分三角形 CDE面積と B国の超過需要部分三角形 C′D′E′ 部分の合計（社会的
純収益）を最大にするものである．この均衡解は貿易によってもたらされる余剰分（図 1（b）に
おける三角形 A′′B′′E′′ 部分の面積）を最大にして得られる解と同じである．
先に述べた GFPMでは FAOのデータを基に A，B両国内の需要関数，供給関数を求めてい

図 1. 貿易の需給．
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る．しかし供給関数の推定には成功しておらず，水平的に与件としている．また，供給量は国
内生産量に輸入量を加え，需要量は最終消費量に他の加工材と輸出量をたして両者が等しくな
るとしているが，最終消費量や他の加工材の量をどう求めたのか，価格データがそれにどう対
応しているのか定かではない．GFPMは，輸出，輸入両国の需要曲線と与件として水平にした
供給曲線で示される余剰分と貿易によって生じる余剰分を最大にするようにして求めている．
本論文では，世界の林産物貿易構造を輸出入量，つまり超過需要，超過供給を基に把握すべ

く，図 1（b）の貿易市場における輸出需要（ED），輸入需要（MD）関数と輸出供給（ES），輸入供
給（MS）関数を推定する．FAOSTATの Databaseでは，同じ品目でありながら 1つの地域から
輸出と輸入が同時に生じており，また，総輸出量と総輸入量が一致していない．これは，第 1

に FAOSTATのデータが，例えば，産業用丸太において樹種，用途の異なった種類の材を同一
の品目として集計していること，第 2に貿易量には在庫がカウントされていないことによる．
したがって，使用するデータ上，1つの地域において 1品目の貿易価格，貿易量ともに輸出入
の両方が存在するため，需給関数は，1つの地域において輸入側と輸出側で 2本ずつ推定され
る．例えば，図 1（b）の貿易市場で均衡している価格 p∗ と取引量 q∗ は，輸出側の A国にとっ
て輸出価格と輸出量になり，これらは A国の供給を表す輸出の供給関数と，貿易相手国である
B国の需要を表す輸出の需要関数によって決定されていることになる．また，B国にとって価
格 p∗と取引量 q∗は輸入価格と輸入量になり，これらは B国の需要を表す輸入の需要関数と貿
易相手国である A国の供給を表す輸入の供給関数によって決定されている．
ここで推定する需給モデルは，両対数線形モデルとした．よって，説明変数の係数は弾性値

となる．（2.2），（2.3）式はそれぞれ木材輸出入の際の供給，需要関数，（2.4）式は需給均衡式であ
る．なお，括弧内の符号は推定パラメータ（a1.2，a1.3，a1.4等）の期待される経済理論に基づい
た符号条件であり，推定モデルの採用基準となるものでる．

log(QS
i,t) = a1.2 + a1.2

(+)
· log(Pi,t) + a1.3

(−)
· log(WAGi,t)(2.2)

+ a1.4
(+)

· log(EXRi,t)(or + a1.5 · log(QS
i,t−1))

log(QD
i,t) = a2.1 + a2.2

(−)
· log(Pi,t) + a2.3

(+)
· log(GDPi,t)(2.3)

+ a2.4
(−)

· log(EXRi,t)(or + a2.5 · log(QD
i,t−1))

(2.4) log(QS
i,t) = log(QD

i,t)

ここで，Qi,t，Pi,t，WAGi,t，EXRi,tはそれぞれ t期における i番目の地域の林産物輸出ま
たは輸入量，実質輸出または輸入価格指数，平均実質賃金指数，米ドル当たり平均為替レート
を示す．GDPi,tは t期における i番目の地域の平均実質 GDP指数を示す．上付添字の Sは供
給関数，Dは需要関数であることを示す．すなわち，輸出または輸入の供給関数は，供給を規
定する要因である実質輸出または輸入価格と実質賃金および米ドル当たりの各国通貨である為
替レートで説明されている．一方，需要関数は，実質輸出または輸入価格の他に為替レートと
実質 GDPによって説明されるモデルとなっている．

2.2 アーモンラグモデル
需要，供給関数において価格は重要な規定要因であるが，しばしばその推定パラメータの符

号条件について理論的に整合性が得られないことがある．そこで本研究では上記基礎モデルに
加え，価格にラグを持たせた場合符号条件がどのように変化しているかをみるために，長期的，
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短期的な価格の動学的な調整を見ることのできるアーモンラグモデル型による需要，供給関数
の推定を試みる．ここでは，有限のラグ係数を低次の多項式で近似できると仮定するアーモン
ラグモデルを用いて推定を行う．そのメリットは，パラメータ数の節約により推定が容易にな
る点にある（山本（2001））．
本研究では，価格に関するラグの長さを 6，分布ラグ係数は 3次の多項式で近似できる分布

ラグモデルを仮定する（2.5），（2.6）式を用い，輸出または輸入の供給，需要関数を想定し，OLS

により下記のアーモンラグモデルを推定する．

(2.5) log(QS
i,t) = b1.1 +

6�
k=0

b1.2,k · log(Pi,t−k) + b1.3 · log(WAGi,t) + b1.4 · log(EXRi,t)

(2.6) log(QD
i,t) = b2.1 +

6�
k=0

b2.2,k · log(Pi,t−k) + b2.3 · log(GDPi,t) + b2.4 · log(EXRi,t)

3. データの調整及び検定

3.1 地域データの調整
本研究で使用するデータは，「FAOSTAT Database」並びに「International Financial Statistic

Yearbook 2000」である．為替レートは米ドル当たりの各国通貨を使用し，米国の為替レートは
SDR（IMF規定の特別引出権（special drawing right））当たり米ドルを用いた．10地域のうち，
必要とする全データ項目において，1970年から 1999年の 30年間に欠損がなく全て揃っている
のは北米と西欧の 2地域だけである．発展途上地域でデータの欠損が多く，特に，ロシアにお
いては全てのデータが 1992年以降の 8年間分しか存在しない．また，アフリカ，アジア，中
米，南米については労働賃金のデータがなく，エジプト，モロッコ，南アフリカ以外の 7カ国
は卸売物価指数がないため，代替のデータとして消費者物価指数を用いることとした．10地域
の輸出入先は，Michie and Kin（1999）が行った木材貿易交流調査に基づけば，表 1のように設
定出来る．
地域の輸出入価格，GDP，賃金，為替レートの作成手順は，以下の通りである．ここにおい

て，vj,t，qj,t，prdpj,tはそれぞれ各国 j の t期における輸出・輸入金額（米ドル），輸出・輸入
量（m3），卸売物価指数（1995=100）であり，Exrj,t，Gdpj,t，Wagj,tはそれぞれ為替レート，名
目 GDP，名目労働賃金指数を示している．また，地域 iを構成する国の数を ni とする．

表 1. 地域別木材の輸出入先．
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　 1．各国名目価格：pj,t = vj,t/qj,t

　 2．各国実質価格指数：rpj,t = pj,t/prdpj,t

　 3．各地域実質輸出，輸入価格指数：Pi,t =

ni�
j=1

(rpj,t · qj,t)

�
ni�

j=1

qj,t

　 4．各地域の為替レート：EXRi,t =
1

ni

ni�
j=1

Exrj,t

　 5．各地域平均実質 GDP指数：GDPi,t =
1

ni

ni�
j=1

(Gdpj,t/prdpj,t)

　 6．各地域平均実質賃金指数：WAGi,t =
1

ni

ni�
j=1

(Wagj,t/prdpj,t)

但し，GDPi,t は輸出の需要関数では輸出相手地域の GDPを平均したものを，WAGi,t は輸
入の供給関数では輸入相手地域の賃金を平均したものを用いる．また，北米の輸出先における
GDPについては，南米はインフレーションが激しく除いた．

3.2 単位根，共和分の検定
時系列データを用いて回帰分析を行う場合，データが定常であるか否かが問われている．互

いに無相関な非定常変数間で回帰モデルや同時方程式モデルなどを作ると，有意な t値や決定
係数が観測されるという，見せかけの回帰（spurious regression）が起きる（田中（2001））．特に
経済時系列データの場合は，トレンドがあるため非定常となることが多い．しかし，非定常で
あっても時系列データの組み合わせのなかに 1 次結合によって共和分があれば非定常性が失
われることが知られている（和合・伴（1995））．ここでは，まず Dickey and Fuller（1979）によ
る単位根（unit root）検定と，先に示した基本モデルに基づいて Johansen（1988）, Johansen and

Juselius（1990, 1992）による共和分（co-integration）検定の結果を示す．単位根検定も計量経済ソ
フト TSP（Hall（1999））によって計算を行った．なお，TSPの Dickey and Fuller検定では t型，
Johansenでは trace検定によっている．本論文で用いたデータは 30と極めて少なく，Johansen

検定が歪みを持っている恐れがある．しかしながら，上にみるように単位根，共和分検定は回
帰分析をする上で，重要な意味を持つことから，標本数は少ないものの検定を試みた．被説明，
説明変数に DF検定を行うとほとんどのケースで少なくとも 1つの単位根を持つという帰無仮
説を棄却できず，各変数は非定常系列である可能性が高い．ほとんどの変数にトレンドがある
ことが確認されたため，定数項を含めた ADF検定のみを示している．また，共和分検定につ
いても定数項を含めた検定を行っている．
表 2に示す使用データの単位根検定結果，帰無仮説「単位根あり」に対して，有意水準 10％で

輸出入量，あるいは価格に単位根なしと判断できるのは，日本の産業用丸太価格，オセアニアの
製材輸入量，チップ＆パーティクル輸出量と価格，東欧のチップ＆パーティクル輸入価格，ロ
シアの産業用丸太輸入量，製材輸入量，GDP，アジアの製材輸出量，木質パネル輸出量，チップ
＆パーティクル輸出量，南米の産業用丸太輸出量，チップ＆パーティクル輸入量と価格，GDP，
中米の産業用丸太輸入量，チップ＆パーティクル輸入価格と輸出価格，アフリカの産業用丸太
輸出価格，製材輸出価格，チップ＆パーティクル輸入量と 183データ中の 20個，20％水準で
も 28個と非定常のデータが多い．
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表 2. 単位根検定結果．
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表 2. （続き）

表 3は共和分検定の結果で，数値は p-値である．rは共和分を意味し，H : r = 0，即ち共和
分なしが棄却され，H : r ≤ 1，H : r ≤ 2が棄却されず共和分が 1または 2あると判断されても
H : r ≤ 3が棄却された場合，これは標本数が少ないための歪みが生じているとみなし，共和分
ありと判断している．但し，日本の製材品輸出需要関数は，10％水準では共和分なし，20％水
準では全てのケースで共和分ありとなり，データは定常であるべきだが単位根があるため判定
不能，また木質パネル輸出需要関数は 10％水準で共和分が全てのケースであることになるが，
単位根があるため判定不能としている．アジアの製材輸出供給関数，木質パネル輸出供給関数，
チップ輸出供給関数も，日本の木質パネル輸出需要関数と同様の理由から判定不能としている．
検定結果，単位根があっても 10％または 20％有意水準で共和分ありと判断できたもので，経

済理論的に意味のある推定結果を，表 4，5で太線で囲い，共和分があっても経済理論的に意
味のある推定結果を得られなかったものは省略している．
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表 3. 共和分検定結果．
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表 4. 基本モデルの需要関数推定結果：定数項の推定結果は省略．
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表 5. 基本モデルの供給関数推定結果：定数項の推定結果は省略．

4. モデルの推定結果と考察

モデルの推定に際して，アフリカ，アジア，中米，南米，ロシアの 5地域は，賃金データが
ない，輸出入量や価格等に欠落がある，またインフレーションが激しくデータに信頼性がおけ
ない等の地域が多く，推定不可能あるいは満足いく推定結果を得ることがほとんど出来なかっ
た．さらに同 5地域のうちロシアを除く 4地域には賃金のデータがないため，価格比（P/Wag）
を用いたモデルも推定できていない．アーモンラグモデルの推定において，ラグは 6期までと
したがデータ数と自由度の問題があるため，推定を行うことができた地域は日本，北米，オセ
アニア，西欧の 4地域である．同 4地域のうちチップ＆パーティクルについて推定が行えたの
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は，北米および西欧の輸出入における需給関数，日本の輸入における需給関数，オセアニアの
輸出における需給関数である．
基本モデルの需要，供給両関数を 2SLS，3SLS，及び各変数の階差や対 GDPまたは賃金と

の価格比，アーモンラグモデルを OLS等で推定を行った．需要，供給関数で経済学的に最も
重要なのは，価格の係数の符合条件である．したがって，価格の係数の符号条件が合っている
推定結果を中心に考察を行って，各地域の貿易構造の特徴を捉えることとする．
推定結果全体をみると，多くの供給関数において価格の符号条件が合っていない．これは，

基本的には貿易価格と貿易量の関係とがかなり強い負の相関を示すものが多く，供給のシフト
の方が需要のシフトよりも大きいことによる．つまり，供給のシフト要因を除き得なかったこ
とによると指摘され，2SLS，3SLS等他の推定方法を試みてもなかなか有意な結果が得られな
かった．またデータの非定常性を改善するために，各変数の階差をとって単位根検定すると，
ほとんどの統計量が単位根無しとなったが，OLSによる推定結果では統計的に有意なものがほ
とんどみられなかった．結局，OLSを適用して比較的良い結果を得られた需要，供給の基本モ
デルとアーモンラグモデルについて考察を行うこととした．

4.1 基本モデルの推定結果
表 4 に基本モデルの需要関数推定結果を示す．表中の空白部分は価格の符号条件が満たさ

れず，うまく推定されなかったことを表しており，斜線部分はデータ不足等で推定が行われな
かったことを表している．太線で囲ったものは先の検定で共和分があり，推定結果に一致性が
あると判断されたものである．全般的にみて，4品目のうち木質パネルとチップ＆パーティク
ルが比較的良い結果を得ており，木材貿易では主要品目である産業用丸太と製材は，符号条件
が合っていない地域が多い．輸入の需要関数で価格の符号条件が合っていないのは，日本の産
業用丸太輸入および製材輸入，北米の製材輸入，東欧の産業用丸太輸入および製材輸入である．
日本の産業用丸太輸入においては，輸入価格と輸入量の相関は −0.690と負であるが，輸入価
格と GDPは 0.880と比較的高い正の相関を示しており，説明変数間の相関の方が高いために
多重共線性と類似の現象が起こり，符号が逆転したと考えられる（内田 他（1970））．ここでは
示さないが多重共線性を避けるために輸入価格と GDPの比を用いたが，その推定結果も符号
条件を満たしていない．日本の製材輸入と GDPは負の相関を示しているため，価格比を用い
たモデルの推定結果も符号条件を満たしていない．また，10％または 20％有意水準において共
和分ありと認められたのは，需要関数では日本の木質パネル輸入，北米の産業用丸太輸入と輸
出，チップ＆パーティクル輸入，オセアニアの製材輸入，チップ＆パーティクル輸出，西欧の
チップ＆パーティクル輸出，東欧の木質パネル輸入と輸出，中米，南米の製材輸入である．価
格の理論的符号条件の斉合性が得られ t-値等が高くても，先の検定結果で必ずしも共和分あり
という結果を得ている訳ではないが，以下のような傾向的な特徴を読み取ることが出来る．
共和分ありと判断される北米の産業用丸太輸出入，オセアニアの製材輸入，チップ＆パーティ

クル輸出，西欧のチップ＆パーティクル輸出等では，輸出入量の増加あるいは減少傾向が顕著
な品目の価格弾性値は相対的に大きい，すなわち，比較的弾力的であることが指摘される．ま
た共和分ありと判断されないが，日本の製材輸出，オセアニアの産業用丸太輸入，中米のチッ
プ＆パーティクル輸入にも同様の傾向がみられる．比較的データの揃っているアジアにおいて
もチップ＆パーティクル輸入量の増加は顕著で，同様に価格弾性値が大きく推定されている．
アフリカと南米については，データ数が十分でないことに加え，特に南米はインフレーション
が非常に激しい地域であるため，先進地域同様の結果が得られなかったと考えられる．また，
ロシアにおいては些かデータ不足であるが，先進地域の結果同様，輸出入量の増加あるいは減
少傾向が顕著な品目の価格弾性値は大きく推定されるという傾向が表れている．このような傾
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向は，価格比（P/Gdp）を用いた需要関数推定結果にもみられた．
基本モデルの供給関数推定結果は，表 5に示す通りである．価格の符号条件が合って t-値が

高い地域は，産業用丸太輸入の日本と東欧，産業用丸太輸出のオセアニア，東欧，アフリカ，
アジア，製材輸入の日本，東欧，製材輸出のオセアニア，東欧，中米，木質パネル輸入の日本，
東欧，木質パネル輸出の中米，チップ＆パーティクル輸入の日本，チップ＆パーティクル輸出
の北米，東欧，中米である．このうち価格の弾性値が比較的弾力的なのは，オセアニア，アジ
アの産業用丸太輸出でそれぞれ 1.896，3.161，東欧の産業用丸太輸入の 0.603と木質パネル輸
入の 0.529等である．また日本の木質パネル輸入の価格弾性値も 1.207とかなり弾力的となっ
ている．この価格が弾力的な地域は，需要関数の推定結果同様に輸出入量の増加あるいは減少
傾向が顕著である．
但し，共和分ありと認められたのは，日本の産業用丸太輸入，製材輸入，木質パネル輸入，

東欧の産業用丸太輸入，製材輸入，チップ＆パーティクル輸出，アフリカの産業用丸太輸出，
製材輸出，アジアの産業用丸太輸出，中米の製材輸出である．

4.2 アーモンラグモデルの推定結果
OLS，2SLSまたは 3SLSによって基本モデルの推定を行っても，供給関数の価格の符号条件

を満たす推定結果はなかなか得られなかった．ここでは，OLSによる基本モデルの推定におい
て価格の符号条件を満たした需給関数に対応するアーモンラグモデル推定結果と，OLSでは価
格の符号条件が満たされなかったが，アーモンラグモデルを用いることによって長期の価格効
果の符号条件が一致している結果を表 6，表 7にまとめた．表 8に Engle and Granger（1987）
によるアーモンラグモデルの共和分検定結果を示した．20％有意水準で共和分なしと判断され
るものは，日本の産業用丸太輸出需給関数，製材輸出供給関数，北米の産業用丸太輸入供給関
数，製材輸出入の需要関数，木質パネル輸入供給関数，木質パネル輸出需給関数，チップ＆パー
ティクル輸入需要関数，西欧の産業用丸太輸出入の需給関数，チップ＆パーティクル輸出供給
関数，オセアニアの産業用丸太輸出供給関数，製材輸出需要関数，木質パネル輸出需給関数で
ある．
表 6に示す需要関数推定結果において，アーモンラグモデルを用いることで，新たに長期の

価格効果の符号条件を満たしたのは，日本の産業用丸太輸入における需要関数で，−0.431で
ある．当期の価格弾性値は 0.170と符号条件に問題が残るものの，ラグ 1期以前の符号条件に
は問題がない．日本の産業用丸太輸入における価格弾性値は当期が小さく，3期前頃の効果が
−0.160と最も大きく，価格変化の効果には少しラグがあることが分かる．
価格の符号条件が合わなくなったのは，西欧の製材輸出で，短期の価格弾性値において当期

は −0.253で符号条件を満たしているが，ラグ 2期以前の符号は全てプラスになっており，長
期の価格弾性値は 0.014となっている．また木質パネルの北米の輸入と西欧の輸出における需
要関数推定結果の価格の符号条件が合わなくなっている．北米は長期，短期とも価格符号条件
が合っていない．西欧は，短期の価格弾性値において，当期は −0.203と符号条件を満たして
いるが，ラグ 2期以前の符号は全てプラスになっており，長期の価格弾性値は 0.485である．
また，チップ＆パーティクルにおいては，日本の輸入における需要関数の価格の符号条件が合
わなくなっており，短期の価格弾性値において，当期は −0.691と符号条件を満たしているが，
ラグ 1期前から 4期前までの符号がプラスになっており，長期の価格弾性値の符号も 0.255と
プラスになっている．
表 7に示したアーモンラグモデルの供給関数推定結果で，新たに長期の価格効果の符号条件

を満たしたのは，西欧の製材輸出と木質パネル輸出における供給関数である．西欧の製材輸出
において短期の価格弾性値は，当期は −0.138と符号条件に問題があるものの，ラグ 2期以前



160 統計数理　第 51 巻　第 1 号　 2003

表 6. アーモンラグモデルの需要関数推定結果：定数項の推定結果は省略．

の符号はプラスで，長期の価格弾性値は 0.122と符号条件は満たしている．但し，有意性に欠
けており，非弾力的な値である．西欧の木質パネル輸出供給関数の短期価格弾性値は，当期は
−0.006と符号条件に問題があるものの，ラグ 1期以前の符号はプラスで，長期の価格弾性値
は 0.562と符号条件は満たしている．長期の価格弾性値は有意性も高く，比較的弾力的である．
西欧の木質パネル輸出における短期の価格弾性値は，当期の効果が最も小さく，ラグ 5期前頃
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表 7. アーモンラグモデルの供給関数推定結果：定数項の推定結果は省略．

の効果が 0.144と最も大きく，価格変化の効果はかなり遅いことが分かった．
一方，先の供給関数推定結果で，価格の符号条件が合っていたものがアーモンラグモデルを

用いることによって長期の価格効果の符号条件が合わなくなったのは，産業用丸太では日本の
輸出入，製材ではオセアニアの輸出，木質パネルでは北米の輸出，チップ＆パーティクルでは
日本の輸入，北米の輸出，西欧の輸入における供給関数である．産業用丸太輸入においては，
日本の供給関数は短期の価格弾性値において当期は 0.211と符号条件を満たしているものの，
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表 8. 残差の単位根検定結果（アーモンラグモデル）．

ラグ 2期以降は符号条件を満たしておらず，長期的価格の符号もマイナスとなっている．

5. 結び

本研究の目的は，世界における林産物貿易構造をより具体的に把握すべく，政策的なシミュ
レーション分析を容易にする空間均衡モデル構築の基礎となる輸出入の供給，需要関数を推定
しようというものであった．FAOSTATのデータに基づいて基本モデルを構築し，世界 10地域
を対象として分析を試みた．基本モデルを基にデータの単位根，共和分の検定を行った．検定
結果は 20％有意水準でも単位根あり，共和分無しの結果が多く，階差モデルによる推定も試み
たが，良い結果を得ることは出来なかった．基本モデルは同時決定型モデルであるので 2SLS，
3SLSによって推定を行ったが，全般的に供給関数の価格の符号条件は満たされておらず，推
定は良い結果が得られなかった．また，価格にラグを持たせた場合，符号条件が長，短期的に
どのように変化するかをみるために，アーモンラグモデルによる分析も試みた．結局，OLSを
用いて基本モデルの推定を行ったとき，価格の符号条件が合わなかった需給関数は，他の方法
を用いて推定を試みてもほとんど良い結果が得られていない．しかしながら，単位根があって
も，あるいはトレンドがあっても，分析対象期間に起きている経済現象の傾向に説明がつけば，
応用的な記述モデルとしてかなり有益な示唆を得ることも少なくない．今回の OLS推定結果
の特徴を要約すると，以下のようになる．

OLSによる基本モデルの需要関数推定結果においては，各地域とも比較的良好な結果を得て
いる．特に，木材貿易では産業用丸太と製材よりも木質パネルとチップ＆パーティクルの方が
よく推定されており，主要品目である産業用丸太と製材の価格の符号条件は合っていない地域
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が多い．これは，貿易の需給が産業用丸太から製材へとシフトしているため，その構造変化を
価格と所得だけでは十分に説明できなかったことによると考えられる．

OLSによる基本モデルの供給関数推定結果においては，価格の符号条件が合っていないもの
が多い．これは，需要側よりも供給側のシフト要因の変動が顕著で，貿易量と貿易価格が比較
的強いマイナスの相関関係を示しているが，今回の説明変数では，その変化を除去し切れてい
ないことによる．
これらの推定結果より，共和分検定の結果が必ずしも全て良い結果を得たわけではないが傾

向的な特徴として，輸出入量の著しい増大期または減少期には，価格弾性値が大きく推定され
る，すなわち，弾力的な値を示す傾向が伺えた．したがって，現在の輸出入動向が続けば，輸出
入量が増加傾向にあり，かつ価格弾性値が高い地域の輸出入品目は，今後も輸出入量が増加し
ていく可能性があると考えられる．この傾向が伺えたのは，北米における産業用丸太の輸入，
オセアニアにおける産業用丸太の輸出，製材の輸出，チップ＆パーティクルの輸出，および西
欧におけるチップ＆パーティクルの輸出等である．
近年の傾向として，丸太よりは付加価値を高めた製材の輸出，製材よりはより加工度の高い

製品輸出の増加が伺える．各国同等のデータを揃えるのは容易ではないが，今後の課題として，
以下のことが指摘される．

・産業用丸太と製材，または製材と木質パネルの価格を相互に導入する等，代替関係を考慮
すること，また貿易構造の変化をチェックし，それを説明できるファクターをパラメータ
に加えること，

・データの欠損を少なくすること，また今回使用した輸出量に自地域内の貿易量も含まれて
いるため，自地域内での貿易量を削除して貿易相手地域の貿易量を明らかにすること，

・単位根検定と共和分検定の結果，ほとんどが単位根ありで共和分のあるものも少なかった．
階差をとれば単位根はなくなるが，モデルの推定結果は統計的に有意ではなかった．パネ
ルデータにより輸出入の需給関数の推定を試みること．
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Derivation of Export/Import Functions for Forest Products Trade Using

FAO Data
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The problem of environmental conservation and timber products trade has been one of
the major issues in international meetings, e.g., WTO, where quantitative analysis using
trade models has been playing an important role in negotiations. In constructing the
trade models, it is necessary to have the export/import functions of the target products
in the target regions. These functions are derived by applying the price elasticity of the
corresponding export and import of the products. In this study, we estimate the price
elasticity of the export and import of timber products, where the sign test of the derived
elasticity is mainly implemented. There are ten target regions: Japan, developing countries
in Asia, North America, Central America, South America, East Europe, West Europe,
Oceania, Russia, and Africa. The target products are industrial logs, lumber, wooden
panels, chips and particles. The data source is the FAO statistics data on a monthly
basis from 1970 to 1999. We apply OLS, 2SLS, and 3SLS estimation methods to the log-
transformed linear functions. Furthermore, considering the effect of time-lagged variables,
the Almon lag model is also estimated. Our experiments show that if the results from
OLS are unsatisfactory for the sign test, none of the others, i.e., 2SLS, 3SLS and Almon
lag could outperform it. The supply side estimation would not be satisfactory in terms of
the sign test in most cases.

Key words: Trade structure of forest products, function of exports & imports, price elasticity,
econometric analysis.


